
仕 様 書 
1. 委託業務名称  

令和８年度和歌山市立博物館特別展展示資料美術梱包移送委託業務 
2. 契約期間  

契約確定日から令和８年１２月２６日（土） 
※展覧会期間：令和８年１０月３１日（土）から１２月６日（日）（別添：開催要項参照） 

3. 業務目的 
和歌山市立博物館で開催される特別展「川合小梅の世界―時代を記し、日々を描く―」に展示す

る資料の集荷・展示、撤収・返却を行う。 
4. 業務内容 
 集荷、展示、返却資料の詳細は別添のとおりとするが、以下の項目を遵守すること。 
① 資料の搬入搬出は安全性を十分に考慮し、輸送に際しては美術専用車輌を使用すること。 
② すべての作業は、美術品取り扱い専門の正職員、または、美術品取り扱い業務の実績のある

職員で行うこと。 
③ 資料の梱包は、資料の性格や状態を勘案し、上記②の知識や経験のある者が、館の学芸員の

立会いのもと行うこと。 
④ 資料の状態の確認は、学芸員と共に立ち会って行うこと。梱包は劣化や破損の恐れのある箇

所を重点的に注意し、薄葉、綿布団、晒などで全体的なバランスを考えて梱包を行うこと。

また、梱包の後、移動中の事故に備えて、専用の箱を準備して収納すること。 
⑤ 資料の展示では、資料の性質を十分に考慮し、作業に当たっては養生を施し安全な設営をし

て実施すること。また、開梱後の点検を行い、現状のまま展示することに問題があると判断

したものについては、学芸員の指示に従うこと。場合によっては、適当な補助具等を使用す

るなどして、資料の安全に万全を期すること。 
⑥ 資料撤収時には資料点検を行い、原則として借用時と同じ梱包を行うこと。梱包の後、返却

の移動中の事故に備え、専用箱に収納すること。輸送に際しては上記①車輌を使用すること。 
⑦ 作業は、搬入搬出の計画書のとおり行うこと。搬入搬出計画書は、業者決定後、相談の上、

決定する。 
⑧ 保険契約は、オールリスク担保で 100,000,000 円とし、保険料は契約金額に含まれるものとする。責任の

期間は、所蔵者から資料を借用（荷造り及び展示作業を含む。）した時から、所蔵者に返却・点検した時

までとする。 
5. 疑義の質問について 

入札者は、見積期間中に、仕様書等において疑義のある場合は、関係職員の説明を求めることができ

る。質問事項は文書で担当課長あて提出すること。締切日は入札日（入札日は含まない。）より５日

前（ただし、締切日が土曜日及び日曜日並びに国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）

に規定する休日になる場合はその前日とする。）の１７時までとする。なお、質問事項の回答につい

ては、質問者に文書にて回答するとともに、和歌山市ホームページ入札・契約情報画面において公開

するものとする。 
6. 担当者 

和歌山市立博物館 学芸員 山下奈津子（℡ ０７３－４２３－０００３） 



和歌山市立博物館　令和８年特別展　集荷目録

都道府県名

作業日数
作業人数

（集荷・返却
それぞれ）

所蔵者 郵便番号 住所 件数 作品名 形状 縦 横 （いずれも㎝） 備考

京都府 京都国立博物館 605-0931 京都市東山区茶屋町527 1件 坂本龍馬・海援隊士書簡 巻子 22 直径15 専用の箱はなし

大阪歴史博物館 540-0008 大阪市中央区大手前4丁目1-32 1件 大塩平八郎肖像
掛軸
（木箱入）

* 67 10.3 高さ10.7
本体幅63㎝
二重箱

大阪くらしの今昔館 530-0041
大阪市北区天神橋6丁目4-20
住まい情報センタービル8階

1件
酒井梅斎筆
天神祭図

掛軸
（木箱入）

* 53.3 7 高さ7.5 本体幅50㎝

奈良県 個人宅 奈良市学園大和町 2件 槍 槍
長さ316
長さ260

※集荷のみ。梱包
不要

川合小梅筆
菊見官女図

掛軸
（木箱入）

* 67.5 7.4 高さ7.1

川合小梅筆
静御前図

掛軸
（木箱入）

* 59.7 8.7 高さ7.7 紙の外箱あり

『群書治要』（紀州版）
※1～2冊

和本 26.4 18.7

川合修（梅所）筆
三行書

掛軸
（木箱入）

* 79.4 8.5 高さ8 紙の外箱あり

野呂介石ら
芝仙延年図

掛軸
（木箱入）

* 84.6 8.5 高さ8 紙の外箱あり

上辻木海筆
鳴滝真景図

掛軸
（木箱入）

* 69.4 7.2 高さ6.8

野呂介石ら
泉石嘯傲図

掛軸
（木箱入）

* 111.8 9.1 高さ8.6 紙の外箱あり

鈴木雲渓筆
勿来図

掛軸 174.5 直径8 箱なし

天保八年徳川治宝従一
位位記

古文書 32.7 51.4
広げたサイズ。折っ
た状態で移送

筑紫翠雲筆
松林山水図

掛軸
（木箱入）

* 76.7 7.5 高さ6.7

展示作業
1日

作業人数2人

撤収作業
1日

作業人数2人
オールリス
ク保険

1億円

*印のあるものは、外箱（木箱）のサイズを記入しています

10件

大阪府

和歌山県 和歌山県立博物館 640-8137 和歌山市吹上1-4-14

1日
作業人数2人
（運転手含）

1日
作業人数2人
（運転手含）



和歌山市立博物館 秋季特別展 
「川合小梅の世界 ―時代を記し、日々を描く―」 

開催要項（案） 
 
 
１ 展覧会名称  特別展「川合小梅の世界 ―時代を記し、日々を描く―」 
 
２ 会   期  令和８年（２０２６年）１０月３１日（土）～１２月６日（日） 
          ※開館日数 ３１日 
          ※展示資料によっては、前後期で入れ替えを行う場合があります 

          休館日：月曜日、祝日の翌日 ※月曜祝日の場合は開館、翌日休館 
           開館時間：９時～１７時（ただし、入館は１６時３０分まで） 
 
３ 入 館 料  一般：５００円（予定）  高校生以下：無料 

※２０人以上の団体は２割引。 
※和歌山市が発行する老人優待利用券をお持ちの方は無料。 
※身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳をお持ちの方 
 及びその介護人は無料。 

         ◎１１月１４日（土）・１５日（日）は、関西文化の日にちなみ、 
１１月２２日（日）は和歌山県のふるさと誕生日にちなみ入館無料。 

 
４ 会   場  和歌山市立博物館 特別展示室（南海電鉄「和歌山市」駅から徒歩５分） 
 
５ 主   催  和歌山市 
           
６ 開 催 趣 旨  和歌山城下に生まれた女流画家であり、和歌山市の「偉人・先人」として顕彰され

ている川合小梅（1804～1889）。彼女が日々の生活を綴った『小梅日記』は、幕末・
維新期の世相や和歌山城下に暮らす人々の生活を女性の視点で見つめた資料とし
て注目されています。また小梅は、明治時代から女流画家としても衆目を集める存
在でした。本展覧会では、小梅の描いた絵画作品や書き残した日記を取り上げ、大
きく時代が変革した幕末・維新期の様相や城下町和歌山の文化について紹介します。 

         【展示構成（予定）】 
           Ⅰ．学者の家に生まれて 
             川合小梅のバックボーンとなる家族（祖父・母）について取り上げます。 
           Ⅱ．『小梅日記』の世界 
             夫と歩んだ幕末の動乱期、教育者となった息子を支えた明治初期の諸相を中

心に、日記に記された「小梅の世界」を概観します。 
           Ⅲ．女流画家・川合小梅 
             小梅の作品を中心に、彼女と交流のあった絵師らの作品を取り上げます。 



７ 関連イベント 講演会２～３回、展示解説２～３回を予定 
 
８ 担   当  和歌山市立博物館  山下奈津子 
           〒640-8222 和歌山市湊本町３丁目 2番地 
           ℡：073-423-0003  Fax：073-432-9040 
                      http://www.wakayama-city-museum.jp/ 
                      E-mail：hakubutsukan@city.wakayama.lg.jp 



業務委託契約書 
和歌山市（以下「甲」という。）と     （以下「乙」という。）は、次のとおり委託

契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。 
（委託業務） 

第１条 甲は、令和８年度和歌山市立博物館特別展展示資料美術梱包移送委託業務（以下「委

託業務」という。）を乙に委託し、乙はこれを受託するものとする。 
（契約期間） 

第２条 この契約の期間は、契約締結日から令和８年１２月２６日までとする。 
（委託業務の履行方法） 

第３条 乙は、別紙仕様書の内容に従って展示資料の梱包及び移送（集荷・返却）、撤収並び

に損害保険契約の締結をしなければならない。 
２ 乙は契約後、速やかに損害保険契約締結業務を完了し、直ちに保険契約引受証を甲に提出

するものとする。 
３ 甲の指示により乙が行なう保険契約の内容は以下のとおりとする。 
（１）保険契約は、１００，０００，０００円とし、保険料は、契約金額に含まれるものとす

る。 
（２）オールリスク担保とする。 
（３）責任の期間は、別紙仕様書の所蔵者から資料を借用（荷造り及び展示作業を含む。）し

た時から、所蔵者に返却・点検した時までとする。委託業務を履行しなければならない。 
（委託金） 

第４条 委託金の額は、     円（消費税及び地方消費税を含む。ただし、保険料   

円分は非課税。）とする。 
（権利義務の譲渡等の禁止） 

第５条 乙は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡等により承継させてはなら

ない。ただし、あらかじめ甲の書面による承諾を得た場合は、この限りでない。 
（再委託等の禁止） 

第６条 乙は、委託業務の全部又は一部の履行を第三者に委託し、又は請け負わせてはならな

い。ただし、委託業務の一部の履行について、あらかじめ甲の書面による承諾を得た場合は、

この限りでない。 
（委託業務の調査等） 

第７条 甲は、必要があると認めるときは、委託業務の履行状況について調査を行い、若しく

は乙に対して報告を求め、又は乙に対して委託業務の履行に関して必要な指示を与えること

ができる。 
（業務内容の変更等） 

第８条 甲は、必要がある場合は、委託業務の内容を変更し、又は委託業務を一時中止するこ

とができる。この場合において、委託金額又は契約期間を変更する必要があるときは、甲乙

協議して書面により定めるものとする。 
２ 甲は、前項の場合において、乙に損害を及ぼしたときは、その損害を賠償しなければなら

ない。この場合において、賠償金の額は、甲乙協議して定める。 



（契約期間の延長） 
第９条 乙は、その責に帰することができない理由、その他の正当な理由により契約期間内に

委託業務を完了することができないときは、甲に対して遅滞なくその理由を明らかにした書

面により契約期間の延長を求めることができる。この場合において、延長日数は、甲乙協議

して書面により定めるものとする。 
（損害の負担） 

第１０条 委託業務の履行に関して発生した損害（第三者に及ぼした損害を含む。以下この項

において同じ。）は、乙が負担するものとする。ただし、甲の責めに帰すべき理由により生

じた損害は、甲が負担する。この場合において、甲が負担すべき額は、甲乙協議して定める。 
２ 甲は、委託業務の履行に関して発生した事故により乙の従事員が受けた損害については、

一切の責任を負わないものとする。 
（履行遅滞に係る損害金等） 

第１１条 甲は、乙の責めに帰すべき理由により契約期間内に委託業務を完了することができ

ない場合において、契約期間後相当の期間内に完了する見込みのあるときは、乙から損害金

を徴収して契約期間を延長することができる。 
２ 前項の損害金の額は、契約金額につき、遅延日数に応じ、年３パーセントの割合で計算し

た額とする。 
（検査及び引き渡し） 

第１２条 乙は、委託業務を完了したときは、遅滞なくその旨を甲に通知しなければならない。 
２ 甲は、前項の通知を受けたときは、その日から１０日以内に検査を行わなければならない。 
３ 乙は、前項の検査の結果補正を命ぜられたときは、遅滞なく当該補正を行い、補正後その

旨を甲に通知し、再検査を受けなければならない。この場合において、再検査の期日につい

ては、前項の規定を準用する。 
 （委託金の支払） 
第１３条 乙は、前条の規定による検査に合格したときは、甲に対して、委託金の支払を請求

するものとする。 
２ 甲は、前項の支払請求を受けたときは、その日から３０日以内に委託金を乙に支払わなけ

ればならない。 
３ 乙は、甲の責めに帰すべき理由により前項の規定による委託金の支払が遅れた場合は、未

受領金額につき、その遅延日数に応じ、年３パーセントの割合で計算した額の遅延利息の支

払を甲に請求することができる。 
（甲の解除権） 

第１４条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除することができ

る。 
（１）その責めに帰すべき理由により、契約期間中委託業務を継続して履行できる見込みがな

いと明らかに認められるとき。 
（２）正当な理由がないのに委託業務に着手すべき時期を過ぎても委託業務に着手しないとき。 
（３）第２１条第１項に規定する個人情報取扱特記事項を遵守していないと認められるとき。 
（４）第２２条第１項に規定する和歌山市情報セキュリティポリシーを遵守していないと認め

られるとき。 



（５）前各号に掲げる場合のほか、契約に違反し、契約を誠実に処理する意志がないと認めら

れるとき。 
（６）第１６条第１項の規定によらないで契約の解除を申し出たとき。 
２ 前項の規定により契約を解除した場合において、甲に損害を生じたときは、乙は、その損

害を賠償しなければならない。賠償額は甲乙協議して定めるものとする。 
３ 甲は、第１項の規定により契約を解除した場合は、委託業務の既に処理された部分につい

て、確認の上、その部分に相応する委託金を乙に支払わなければならない。 
４ 第１項の規定により契約を解除されたときは、乙は委託金額の１００分の１０に相当する

違約金の請求を妨げないものとする。 
第１５条 甲は、委託業務が完了しない間は、前条第１項に規定する場合のほか必要があると

きは、契約を解除することができる。 
２ 第８条第２項及び前条第２項の規定は、前項の規定により契約を解除した場合に準用する。 
（暴力団等排除に係る解除） 
第１６条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除することができ

る。 
（１）乙の役員等（法人にあっては非常勤を含む役員及び支配人並びに営業所の代表者、その

他の団体にあっては法人の役員等と同様の責任を有する代表者及び理事等、個人にあって

はその者及び支店又は営業所を代表する者をいう。以下同じ。）に次に掲げる者がいると

認められるとき。 
ア 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。

以下「暴対法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 
イ 暴力団関係者（暴力団員ではないが暴対法第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴

力団」という。）と関係を持ちながら、その組織の威力を背景として暴力的不法行為

等を行う者をいう。以下同じ。） 
（２）乙の経営又は運営に暴力団員又は暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）が実質

的に関与していると認められるとき。 
（３）乙の役員等又は使用人が、暴力団の威力若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経営若し

くは運営に実質的に関与している法人等（法人その他の団体又は個人をいう。以下同

じ。）を利用するなどしていると認められるとき。 
（４）乙の役員等又は使用人が、暴力団若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経営若しくは運

営に実質的に関与している法人等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど暴力

団の維持運営に協力し、又は関与していると認められるとき。 
（５）乙の役員等又は使用人が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有し

ていると認められるとき。 
（６）乙の役員等又は使用人が、前各号のいずれかに該当する法人等であることを知りながら、

これを利用するなどしていると認められるとき。 
（７）乙が、暴力団又は暴力団員等から、妨害又は不当要求を受けたにもかかわらず、警察へ

の被害届の提出を故意又は過失により怠ったと認められるとき。 
２ 甲は、前項の規定によりこの契約を解除したときは、これによって生じた甲の損害の賠償

を乙に請求することができる。 



３ 甲は、第１項の規定によりこの契約を解除したことにより、乙に損害が生じても、その責

めを負わないものとする。 
（談合等不正行為に係る甲の解除） 
第１７条 乙が次の各号のいずれかに該当したとき、甲は直ちにこの契約を解除することがで

きる。ただし、その事由が甲の責めに帰すべきものによる場合は、この限りでない。 
（１）公正取引委員会が、この契約に関し、乙に違反行為があったとして私的独占の禁止及び

公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号。以下「独占禁止法」という。）

第４９条に規定する排除措置命令（以下「排除措置命令」という。）を行い、当該措置命

令が確定したとき。 
（２）公正取引委員会が、この契約に関し、乙に違反行為があったとして独占禁止法第６２条

第１項の規定による課徴金の納付を命じ、当該課徴金納付命令（以下「納付命令」とい

う。）が確定したとき（確定した納付命令が独占禁止法第６３条第２項の規定により取り

消された場合を含む。）。 
（３）公正取引委員会が、この契約に関し、排除措置命令又は納付命令（これらの命令が乙又

は乙が構成事業者である事業者団体（以下「契約者等」という。）に対して行われたとき

は、契約者等に対する命令で確定したものをいい、契約者等に対して行われていないとき

は、各名宛人に対する命令全てが確定したものをいう。次号において同じ。）を行った場

合において、乙に独占禁止法に違反する行為の実行としての事業活動があったとされたと

き。 
（４）排除措置命令又は納付命令により、契約者等に独占禁止法に違反する行為があったとさ

れた期間及び当該違反行為の対象となった取引分野が示された場合において、この契約が

当該期間（これらの命令に係る事件について、乙に対する納付命令が確定したときは、当

該納付命令における課徴金の計算の基礎である当該違反行為の実行期間を除く。）に入札

等（見積書等の提出に基づく受注者選定を含む。）が行われたものであり、かつ、当該取

引分野に該当するものであるとき。 
（５）乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は使用人）がこの契約に関し行った行為に

ついて刑法（明治４０年法律第４５号）第９６条の６若しくは第１９８条又は独占禁止法

第８９条第１項若しくは第９５条第１項第１号の規定による刑が確定したとき。 
２ 乙は、前項各号のいずれかに該当するときは、甲がこの契約を解除するか否かを問わず、

賠償金として、契約金額の１０分の２に相当する額又は実際の損害額のうちいずれか多い額

を甲に対して支払わなければならない。この契約の履行が完了した後にその事由に該当した

場合も同様とする。 
３ 甲は、第１項の規定によりこの契約を解除したことにより、乙に損害が生じても、その責

めを負わないものとする。 
（乙の解除権） 

第１８条 乙は、次の各号のいずれかに該当するときは、契約を解除することができる。 
（１）第８条第１項の規定により委託業務の内容を変更したため、委託金額が３分の２以上減

少したとき。 
（２）第８条第１項の規定による委託業務の一時中止期間が契約期間の１０分の５を超えたと

き。 



２ 第１４条第３項の規定は、前項の規定により、この契約を解除された場合に準用する。 
（賠償金等の徴収） 

第１９条 甲は、乙がこの契約に基づく賠償金、損害金又は違約金を甲の指定する期間内に支

払わないときは、甲が乙に支払うべき委託金と相殺し、なお不足のあるときは乙に追徴する。 
（守秘義務等） 

第２０条 乙は、委託業務を履行する際に知り得た秘密を漏らしてはならない。 
２ 乙は、委託業務に従事する者が委託業務を履行する際に知り得た秘密を漏らさないよう指

導しなければならない。 
３ 乙は、乙又は乙の委託業務に従事した者が秘密を漏らしたため、甲が損害を受けたときは、

その損害を賠償しなければならない。 
（個人情報取扱特記事項の遵守） 

第２１条 乙は、委託業務の履行に当たっては、別記の個人情報取扱特記事項を遵守しなけれ

ばならない。 
２ 甲は、乙が前項の規定に違反して個人情報の取扱いをしていると認めたときは、乙の名称、

事業所又は事業所の所在地及び代表者並びに当該違反事実の公表をすることができるものと

する。 
 （和歌山市情報セキュリティポリシーの遵守） 
第２２条 乙は、委託業務の履行に当たり、和歌山市情報セキュリティポリシー（以下「ポリ

シー」という。）を遵守しなければならない。 
２ 乙は、この契約による事務を履行するに当たり、ポリシーで規定する重要情報資産（以下

「情報資産」という。）を取り扱う際には、当該情報が個人情報に該当しない場合において

も、個人情報と見なして前条第１項に規定する別記の個人情報取扱特記事項を遵守すること。 
３ 甲は、乙が第１項及び前項の規定に違反して情報資産の取扱いをしていると認めたときは、

前条第２項の規定を準用する。 
（補則） 

第２３条 この契約に定めのない事項又は疑義の生じた事項については、必要に応じて甲乙協

議して定める。 
 
この契約の締結を証するため、契約書２通を作成し、甲乙記名押印の上、それぞれ１通を保

有する。 
 

令和  年  月  日 
 
               甲  和歌山市七番丁２３番地 
                  和歌山市 
                  和歌山市長   
 
 
               乙   
 



別記  

個人情報取扱特記事項  

 

（基本的事項） 

第１ この契約により、和歌山市（以下「甲」という。）から事務の委託を受けたもの（以下

「乙」という。）は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による事務を処理するた

めの個人情報の取扱いに当たっては、個人情報の保護に関する法律その他個人情報に関する

法令等を遵守し、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報を適正に取り扱わな

ければならない。  

（従事者等の明確化） 

第２ 乙は、この契約に係る事務の管理責任者及び事務に従事する者（以下「この契約に係る

事務に従事する者等」という。）並びにこの契約に係る個人情報を取り扱う場所（以下「作

業場所」という。）を明確にし、甲から求めがあったときは、甲に報告しなければならない。 

（適正な管理） 

第３ 乙は、この契約による事務に係る個人情報の漏えい、改ざん、滅失、毀損その他の事故

を防止するため、個人情報の取扱いをこの契約に係る事務に従事する者等に限定し、次に掲

げる事項を遵守しなければならない。 

（１）この契約に係る事務を処理するために甲から貸与を受けた、又は乙が収集し、複製し、

若しくは作成した個人情報が記録された資料等（以下「個人情報が記録された資料等」と

いう。）について、甲から求めがあったときは、記録を作成すること。 

（２）個人情報が記録された資料等は、この契約に係る事務に従事する者等以外の者が利用で

きないよう、施錠等管理すること。 

（３）その他個人情報の管理のために必要な措置を講じること。 

（教育の義務） 

第４ 乙は、この契約に係る事務に従事する者等に対し、この特記事項の遵守に必要なこと、

個人情報の違法な利用及び提供に対して罰則が適用されること等個人情報の保護に関して必

要な教育を行わなければならない。  

（秘密の保持） 

第５ 乙は、この契約に係る事務に関して知り得た個人情報を他人に知らせてはならない。こ

の契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

（受託目的以外の利用等の禁止）  

第６ 乙は、この契約に係る個人情報を当該事務以外の目的に利用し、又は第三者に提供して

はならない。ただし、甲の書面による承諾をあらかじめ得た場合又は甲の指示があった場合

は、この限りでない。  

（複写又は複製の禁止） 

第７ 乙は、この契約に係る事務を処理するに当たって、甲から貸与された個人情報が記録さ

れた資料等を複写し、又は複製してはならない。ただし、甲の書面による承諾をあらかじめ

得た場合又は甲の指示があった場合は、この限りでない。  

（持ち出しの禁止） 

第８ 乙は、この契約に係る事務を処理するに当たって、作業場所から個人情報を持ち出して



はならない。ただし、業務上、やむを得ず、持ち出しするときは、甲の承認を得た上で、書

面に記録するものとする。  

（再委託の禁止）  

第９ 乙は、この契約による事務に係る個人情報の処理を自ら行うものとし、第三者にその処

理を委託してはならない。ただし、甲の書面による承諾をあらかじめ得た場合は、この限り

ではない。その際は、乙の責任において、再委託者にこの特記事項の規定を遵守させなけれ

ばならない。 

２ 前項の規定は、再委託者が乙の子会社（会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第１項

第３号に規定する子会社をいう。）である場合も、同様とする。 

（資料等の返還又は廃棄） 

第１０ 乙は、個人情報が記録された資料等を、この契約が終了し、又は解除された後速やか

に甲に返還し、又は引き渡すものとする。ただし、甲が別に指示したときは、その指示に従

うものとする。  

なお、甲の指示により、個人情報が記録された資料等を廃棄する場合は、復元不可能な方

法で確実に廃棄処分を行い、その結果を書面により証明しなければならない。  

（報告又は資料の提出） 

第１１ 甲は、個人情報を保護するために必要な限度において、乙に対し、個人情報の管理状

況の履行について書面で報告を求めること及び乙の作業場所への立入調査ができるものとし、

乙は、甲から改善を指示された場合には、その指示に従わなければならない。 

（事故発生時の報告義務） 

第１２ 乙は、個人情報の漏えい、改ざん、滅失、毀損その他の事故が生じた場合に備え、甲

に対し、速やかに報告できる緊急時の連絡体制を整備しなければならない。また、事故が生

じ、又は生じるおそれがあることを知ったときは、速やかに、次に掲げる事項を遵守しなけ

ればならない。この契約が終了し、又は解除された後においても、同様とする。   

（１）直ちに被害を最小限に抑えるための措置を講じ、甲に報告すること。  

（２）当該事故の原因を分析すること。  

（３）甲の求めに応じて、当該事故の再発防止策を実施すること。  

（４）甲の求めに応じて、当該事故の記録を書面で提出すること。  

（漏えい等が発生した場合の責任） 

第１３ 乙は、この契約に係る個人情報の漏えい、改ざん、滅失、毀損その他の事態が発生し

た場合において、その責に帰すべき理由により甲又は第三者に損害を与えたときは、その損

害を賠償しなければならない。また、甲は、必要に応じ、乙の名称、所在地及び代表者並び

に当該事故の事実を公表できるものとする。 
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